２００７年１２月定例県議会を終えて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００７年１２月２６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党　県議会議員　辻　恒雄
　【１２月定例県議会の特徴と問題点】
　07年度12月定例県議会は、12月6日開会され18日閉会しました。一般質問は11日から3日間、9人が質問を行いました。私は9月議会で質問をしているので今議会、質問の機会はありません。
　知事は所信表明で、まず過疎対策と地方分権改革を強調しました。そして、県内経済について全体として回復を続けているとの認識を示し、マツダが過去最高の利益を上げていることを報告しました。県内の中小企業はどうでしょうか。景気回復の恩恵を受けているでしょうか。その実感はありませんでした。中小企業への手厚い施策が求められています。
　「元気挑戦プラン」の４つの重点プログラムでは「人づくりビジョン」の策定や高規格幹線道路・地域高規格道路の整備促進を表明し、広島港出島地区の港湾使用料等の新たな減免措置も明らかにしました。自動車専用道路など大型事業の促進、外貿コンテナ船などへのサービスはこれまで通りすすめ、企業から選ばれる県土づくり姿勢は変わりません。
　一方、在日米軍再編問題では米空母艦載機の岩国基地への移駐による騒音被害や事故の危険性の増大など懸念を表明し、国へ騒音被害の軽減を求め低空飛行訓練を行わないことを米国に強く要請したと表明しました。県民の安全を守るうえで評価できます。
　今議会に提案された補正予算は、過去に借りた高金利の政府資金等を繰上償還するための経費が計上され特別会計で18億4,130万円余、病院事業会計など企業会計で32億2,735万円余となっています。その他、条例案件10件、土地収用委員会委員任命の1件、契約案件など37件が上程されました。
　
政務調査費、支給報告書に領収書の添付が義務付けられる、費用弁償の公務諸費の3千円、支給根拠なし
　政務調査費の収支報告書に使途すべての領収書を添付することが義務付けられることなりました。政務調査費が何に使われたのか明らかにするために領収書の添付は当然のことです。この条例改正案は全会一致で可決されました。選挙公約でもありますが、議会改革で一歩前進です。
　一方、費用弁償は県議会や委員会への交通費の実費支給になることは評価しますが、公務諸費として3千円支給されることになりました。公務諸費の構成要素は通信費、近隣交通費、資料作成費等となっていますが、るが、通信費と資料作成費は政務調査費から支出すればよいし、近隣交通費は交通費のなかにいれればすむことで、公務諸費の支給はなくすべきです。また、公務諸費の金額の決め方は1千円、3千円そして5千円と各会派から意見が出され、談合で中間の3千円に決まりました。このことからも中身に根拠がないは明らかです。私は現在、費用弁償の受け取りを拒否して供託しています。できるのであれば公務諸費は供託するつもりです。
【各議案に対する態度】
各案にたいする態度を以下のように決め、表決にのぞみました。
（□＝賛成、■＝反対、△＝棄権）
□　県第１０７号議案　　平成１９年度広島県一般会計補正予算（第３号）

　12月の補正予算は、過去に借り入れた高金利の政府資金等について、国の臨時特例措置による繰上償還を行ない、公債費負担を軽減する目的で行われるので県第113号議案まで賛成。

□　県第１０８号議案　　平成１９年度広島県公債管理特別会計補正予算（第１号）

□　県第１０９号議案　　平成１９年度広島県流域下水道事業費特別会計補正予算（第１号）

□　県第１１０号議案　　平成１９年度広島県県営住宅事業費特別会計補正予算（第１号）

□　県第１１１号議案　　平成１９年度広島県病院事業会計補正予算（第１号）

□　県第１１２号議案　　平成１９年度広島県工業用水道事業会計補正予算（第１号）

□　県第１１３号議案　　平成１９年度広島県水道用水供給事業会計補正予算（第１号）

□　県第１１４号議案　　学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例案

□　県第１１５号議案　　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案

　市町への権限移譲は住民に身近なサービスを地域で担うことになり、基本的には賛成だが、広島県の移譲進ちょく率は全国でもトップクラスで、「合併が一段落したばかりの市町には、仕事が増えるとの抵抗感もある」（中国新聞12月18日付）との指摘もあり、市町の意見を十分に聞きながら進める必要がある。

□　県第１１６号議案　　広島県立総合技術研究所設置及び管理条例の一部を改正する条例案

□　県第１１７号議案　　広島県防災会議条例の一部を改正する条例案

□　県第１１８号議案　　保健所における手数料に関する条例の一部を改正する条例案

■　県第１１９号議案　　広島県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例案

　掛金月額を大幅に値上げするもので反対です。例えば35歳未満の人は、現行の掛金3500円が5600円になり、来年4月以後の加入者は9300円にもなります。障害者自立支援法の成立で障害者の負担が重くなっている中で、このような掛金の引き上げは保険への加入を困難にするのでは、と危惧します。

■　県第１２０号議案　　広島県港湾施設管理条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例案

　広島港国際コンテナターミナルの利用の促進を図るため、岸壁係船料、荷役機械使用料の軽減措置を2年間延長するというものです。暫定的な措置として5年間に限っていた特例です。今回2年の延長とはいえ、競争している他の港の施設管理量のことを考えると、延長措置が際限なく続く可能性もあります。今回の措置は企業本位の据置であり容認できません。
□　県第１２１号議案　　広島県教育委員会の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案

□　県第１２２号議案　　警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例案

　福山市北部地域の治安対策を強化するため福山北警察署を新設するものです。

□　県第１２３号議案　　広島県立母子福祉センター設置及び管理条例を廃止する条例案

　社会経済情勢の変化等により広島県立母子福祉センターが提供する宿泊などの施設利用型サービスの必要性が低下したことなどに伴い、廃止するというものです。母子福祉センターの機能はエソール広島に移転します（宿泊、会議室も有り）。寡婦協会も会員が減り運営が難しいことから廃止を受け入れていることを考慮し、やむをえない措置だと考えます。サービスの低下がないよう、利用者の意見をよく聞くことが必要との意見をつけて賛成。
□　県第１２４号議案　　工事請負契約の締結について

　呉市音戸町の一般国道487号橋梁整備工事の請負契約です。①広島県道路公社が請け負うこと②有料も検討しているという問題があります。

□　県第１２５号議案　　工事請負契約の締結について

　呉市音戸町の一般国道487号橋梁整備工事の請負契約です。第124号議案と同じ問題があります。

□　県第１２６号議案　　工事請負契約の締結について

　尾道市長江3丁目付近の都市計画道路長江線の街路改良工事の請負契約です。

□　県第１２７号議案　　工事請負契約の締結について

　福山市の芦田川浄化センター第二主ポンプ棟（土木）施行工事の請負契約です。

■　県第１２８号議案　　工事請負契約の締結について

　広島市南区出島の広島港港湾環境整備工事の請負契約で、この事業はこれまでもムダな大型公共事業として反対してきました。また、この工事の部分は廃棄物処理場になり、環境の悪化が懸念され住民から反対運動もおこっています。

□　県第１２９号議案　　工事請負契約の変更について

　地方道音戸倉橋線の道路改良工事で請負金額が減少になったことでの変更です。

□　県第１３０号議案　　工事請負契約の変更について

　都市計画道路巴橋粟屋線の街路改良工事で請負金額が減少になったことでの変更です。

□　県第１３１号議案　　権利の放棄について

□　県第１３２号議案　　当せん金付証票の発売総額について

□　県第１３３号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県民文化センターの指定管理者が財団法人・県民センター（継続）になりました。

※以下１５２号議案まで指定管理者の指定ですが、すべて平成20年4月1日から23年3月31日までの指定期間です。

□　県第１３４号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県民文化センターふくやまの指定管理者が財団法人・県民センター（継続）になりました。

□　県第１３５号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立文化芸術ホールの指定管理者が（株）共立と（株）合人社計画研究所（新規）になりました。

□　第１３６号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立県民の森の指定管理者が（株）比婆の森（継続）になりました。

□　県第１３７号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立もみのき森林公園の指定管理者が（財）もみのき森林公園協会（継続）になりました。同公園は赤字で退職金制度をなくすことがマスコミでもとりあげられました。指定管理者の選定のあり方をよく検討し、運営していける委託料にするべきだという意見を付けて賛成します。

□　県第１３８号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立県民の浜の指定管理者が（株）県民の浜蒲刈(継続)になりました。

□　県第１３９号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立点字図書館の指定管理者が社会福祉法人・広島県視覚障害者団体連合会(継続)になりました。

□　県第１４０号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県健康福祉センターの指定管理者が(財)広島県健康福祉センター(継続)になりました。

□　県第１４１号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立産業技術交流センターの指定管理者が(財)ひろしま産業振興機構（継続）になりました。

□　県第１４２号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県産業科学技術研究所の指定管理者が（財）ひろしま産業振興機構(継続)になりました。

□　県第１４３号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立広島産業会館の指定管理者が（財）ひろしま産業振興機構(継続)になりました。

□　県第１４４号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立ふくやま産業交流館の指定管理者が福山商工会議所（継続）になりました。

□　県第１４５号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県栽培漁業センターの指定管理者が社団法人・広島県栽培漁業協会（継続）になりました。

□　県第１４６号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県緑化センター及び広島県立広島緑化植物公園の指定管理者がみずえ緑地株式会社（継続）になりました。

□　県第１４７号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立みよし公園の指定管理者が美津濃株式会社と星光ビル管理株式（新規）になりました。

□　県第１４８号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県立びんご運動公園の指定管理者が特定非営利活動法人・ポラーノ、三栄産業株式会社、(株)地域パートナーズ広島（新規）になりました。

□　県第１４９号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　県営第二平成ケ浜住宅及び県営第二平成ケ浜住宅駐車場の指定管理者（新規）が広島県ビルメンテナンス協同組合になりました。

□　県第１５０号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島空港県営第一駐車場及び広島空港県営第二駐車場の指定管理者がアマノマネジメントサービス株式会社(新規)になりました。

□　県第１５１号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県縮景園及び広島県立美術館の指定管理者（新規）が(株)イデオになりました。

□　県第１５２号議案　　公の施設の指定管理者の指定について

　広島県総合グランドの指定管理者が(財)広島県教育事業団（新規）になりました。

□　県第１５３号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　呉市への委託

□　県第１５４号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　福山市への委託

□　県第１５５号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　廿日市市への委託

□　県第１５６号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　安芸高田市への委託

□　県第１５７号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　安芸太田町への委託

□　県第１５８号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　北広島町への委託

□　県第１５９号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　大崎上島町への委託

□　県第１６０号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について　神石高原町への委託

□　県第１６１号議案　　広島県収用委員会委員及び予備委員の任命の同意について

□　追県第２０号議案　　平成１９年度広島県一般会計補正予算（第４号）

□　追県第２１号議案　　平成１９年度広島県県営林事業費特別会計補正予算（第１号）

□　追県第２２号議案　　平成１９年度広島県港湾特別整備事業費特別会計補正予算（第２号）

□　追県第２３号議案　　平成１９年度広島県県営住宅事業費特別会計補正予算（第２号）

□　追県第２４号議案　　平成１９年度広島県病院事業会計補正予算（第２号）

□　追県第２５号議案　　平成１９年度広島県工業用水道事業会計補正予算（第２号）

□　追県第２６号議案　　平成１９年度広島県土地造成事業会計補正予算（第３号）

□　追県第２７号議案　　平成１９年度広島県水道用水供給事業会計補正予算（第２号）

□　追県第２８号議案　　地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例案

　「地方公務員の育児休業等に関する法律」の一部が改正され、育児のための短時間制度（小学校就学前の子どもを育てる期間は、最大週20時間まで短時間勤務ができる）が導入されたことに伴い、関係条例の規定が整備されたものです。働きながら子育てしやすくなるもので、賛成。

■　追県第２９号議案　　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案

　若年層の給与が若干上がるなどの賛成すべき改正もありますが、一般職員の賃金3.75％減額が提案されており反対。一般職員の賃金を先の見通しもなく切り下げるのは賛成できません。

□　追県第３０号議案　　職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例等の一部を改正する条例案

　雇用保険法の一部が改正されたことに伴い、規定の整理をおこなうものです。

■　追県第３１号議案　　市町立学校職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例及び市町立学校職員の給　　　　　　　与の特例に関する条例の一部を改正する条例案

　２年間の給与減額であるが、財源見通しも示さずカットするものであり、特別措置というが、将来にわたって減額にすえおかれる可能性もあるので、反対。

□　追県第３２号議案　　特別職の職員等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例案

　報酬・給与が知事16.5％、議長15％、私たち議員も12.5％減額するものです。

■　追県第３３号議案　　訴えの提起について

　中央労働委員会からの命令がでているのに従わないで県が訴えを起こすものであるが、中央労働委員会が労組からの不服申し立てを認めて出した命令は尊重すべきであり、県の訴えは賛成できない。

□　追県第３４号議案　　控訴の提起について

　12月6日、広島地裁で被告広島県が、原告広島県高等学校教職員組合に対して300万円とこれに対する遅延損害金、原告上岡慎二に対して10万円と遅延損害金の支払いが命ぜられた判決への対応です。公開されたホームページの管理が不十分であったこといなめません。県教委には、中傷するような書き込みに対して適切な措置をとる必要があり、それを放置したことには当然、責任が問われます。従って控訴せず、判決に応じるべきです。
　
□　報第　２１号　　　　工事請負契約の変更について

□　報第　２２号　　　　訴えの提起について

□　報第　２３号　　　　和解に応じることについて

□　報第　２４号　　　　損害賠償額の決定について

· 県議第６号議案　広島県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案

　政務調査費の収支報告書に使途すべての領収書添付を義務付けることになった。政務調査費の使途の透明性が向上するこの方法はかねてから日本共産党が主張してきており賛成。

· 県議第７号議案　特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案

　県議会や委員会への交通費の実費支給には賛成だが、公務諸費として3000円が加算されるのは根拠がなく、公務諸費の支給はなくすべきである。公務諸費の構成要素は通信費、近隣交通費、資料作成費等となっているが、通信費と資料作成費は政務調査費から支出すればよいし、近隣交通費は交通費のなかにいれればすむことである。また、公務諸費の金額の決め方は1500円から5000円と意見が出され、中間の3000円に落ち着いたもので、このことからも中身に根拠がないことが分かる。私は現在、費用弁償をもらっていない（供託している）が、来年4月からは交通費の実費だけ受け取り、公務諸費は供託するつもりである。

■　平成18年度広島県歳入歳出決算認定の件

　平成18年度予算（同年2月議会で審議）は、一般会計9741億円、特別会計2579億円、企業会計829億円。前年度比5年連続マイナスの一般会計は13年ぶりに１兆円台を割り込みました。県債残高は１兆8440億円と、過去最高を更新しました。個人県民税、法人税とも増加しましたが、「三位一体改革」のため地方交付税などが減り、予算縮小が続きました。

　県立学校で1億2000万円、県立広島大で5000万円運営費が削減され、指定管理者制度、障害者「自立」支援法施行による経費縮小されました。障害児者向け社会福祉施設運営費は39億円も減、利用料・使用料・手数料の「改正」が相次ぎ、県立広島病院では母乳外来利用料3000円が新設されるなど、県民向け予算が切り捨てられました。　一方、企業の研究開発支援に1億4000万円、企業誘致のための土地取得助成などに45億円、広島高速公社への出資と本四連絡運営費に116億円、空港アクセスのフライトロード事業も継続されました。

　これ以外にも、当初予算の時に指摘した問題点をそのまま残しての予算執行には賛成できません。

· 平成18年度広島県公営企業決算認定の件

　４つの会計の内、水道用水供給事業会計のみ賛成です。病院事業会計は瀬戸田病院と神石・高原病院の移管がすすめられていますが、自治体に政策医療を押付ける今の移管には反対であり、県立での存続を求めます。土地造成事業会計は千代田工業・流通団地の大宅盤化工事などが盛られていますが、企業要求にこたえるもので、千代田町も上下水道整備に17億3000万円も出資しなければならず、反対です。工業用水道事業会計は従来から反対しています。４事業全体としての採決なので反対します。

【提出した請願】（審査結果）
· 教育格差をなくし、子どもたちにゆきたどいた教育を求める請願＝文教委員会

　広島県ゆきとどいた教育をすすめる会（尾野展昭会長）が63,256人分の署名を添えて請願されました。私学助成の充実や30人学級の実現、義務教育費国庫負担金制度１／２の復活などを求める「全国3千万署名」の運動によるものです。日本共産党は一貫して趣旨に賛同して紹介議員になっています。文教委員会では中村議員（広島市安佐南区・自民刷新会議）が、本県では「はばたきプラン」や「はつらつプラン」により少人数指導をすでに行っており、非常に厳しい財政事情を考慮すると難しいこと、などを理由にこの請願の不採択を求め、不採択となりました。

【意見書】

■　国のさらなる行政改革を求める意見書

　この意見書では、国に対して「当面する独立行政法人の整理・合理化」「地方支分部局の廃止・統合」「国家公務員の純減」に取り組み「地方分権改革に則してみずからの行政改革を断行」することを強く要望しています。日本共産党は住民の福祉や安全まで縮小してしまう今の地方分権改革や行政改革には反対しています。

· 医師・看護職員の増員等を求める意見書

　広島県医療労働組合連合会（亀井恵美子委員長）が会派まわりをされ、私と民主県政会(15人)が提案しました。少し修正されましたが、おおむね医労連の主張された意見がのっています。

· 地方の道路財源の安定的な確保に関する意見書

　この意見書は「道路特定財源諸税における暫定税率や地方道路整備臨時交付金制度の継続など、地方の道路財源を安定的に確保するために必要な措置」を講じるよう強く要望しています。日本共産党は環境問題や財源問題から大規模道路はこれ以上建設する必要がないと考え、道路財源の一般財源化を求めています。

· 原油価格高騰に対する緊急対策を求める意見書
　原油価格の高騰により国民生活や産業に大きな影響が及んでおり、緊急対策は必要です。同意見書では「中小事業者の資金調達の円滑化」「価格転嫁をめぐる適正な下請け取引の確保」「高速道路料金の値下げ」「省エネルギー施設整備に対する支援強化」などを要望していますが、不十分な点があります。

　日本共産党は12月4日、内閣総理大臣あてに緊急申入れを行っています。そのなかで、問題の原因を解決するために「国際的な投機マネーを規制する国際的協調」を実現すること、「石油製品や日用品などの便乗値上げの監視の強化」「灯油量の確保と価格の引き下げ」など6点と５項目を要望しています。

· メディカルコントロール体制の充実を求める意見書

· 地方議会議員の位置づけの明確化に関する意見書
　要望項目にある、地方議員の職務などを法文上明確化し、公費の充当範囲を明確にすること、現行地方自治法において、議員の常勤的形態を認めながら他の非常勤職と一緒に規定している矛盾を法文上解決していくことは、否定しません。
　しかし、今回の要望は、本意見書の案の前文と都道府県議長会からの意見書議決の要望の趣旨でも明らかなように、議員活動への公費の支出を確保・拡大していくための法整備を急げというものです。これは現在の本県の財政状況のもと、、厳しさの増す住民生活への対策が遅れる中で、住民に理解されるものでなく、賛成できません。
　以上、各議案に対する賛否を明らかにしてきました。本会議場採決にあたり以下の態度をとりました。
●指定管理に係る県第１３９号議案、県第１４１号議案、県第１４２号議案、県第１４３号議案、県第１４５号議案、県第１５２号議案の6件の一括採決に対して

＝賛成

●追県第３３号議案の採決に対して

＝反対

●分離議決した議案7件を除く各案並びに請願を一括採決に対して

＝反対

　賛成するものも多くありますが、出島埋立てや一般職員の賃金カットなど反対の議案があり、政治的比重にかんがみ反対しました。

●県第１１５号議案、県第１２１号議案の一括採決に対して

＝意見つきで賛成

●平成18年度広島県歳入歳出決算認定の採決に対して
＝反対

●平成18年度広島県公営企業決算認定の採決に対して

＝反対

●県議第６号議案　広島県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案の採決に対して

＝賛成

●県議第７号議案　特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案の採決に対して

＝反対

●意見書案に対して

＝反対

　賛成が３つ、反対が２つ、棄権が１つです。政治的比重に鑑みて反対しました。
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